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様々な危機が複合的に押し寄せている現下の難局を乗り越え、信州から未来を切り拓き、真にゆたか

な社会を創るためには、今までの発想に捉われることなく、山積している課題を突破し、大胆かつ戦略

的に我が国の社会経済システムの大転換を図っていくことが急務です。 

そこで、「施策の総合的展開」を基本としながら、新しい時代に向けて、社会経済システムの転換（例

えば、固定的性別役割分担意識が払拭されて女性・若者が希望を実現できる社会への転換、化石燃料に

依存しない持続可能な社会への転換など）や施策の新展開・加速化、他に先駆けた取組等を横断的に特

に進めていく必要がある政策をピックアップし、「新時代創造プロジェクト」として取り組んでいきま

す。 

本編では、「新時代創造プロジェクト」の方向性を掲げるとともに、それを達成するための「リーディ

ングアクション」（先導的取組）の例を示しています。 

こうした具体的な「リーディングアクション」とその構成事業については、その効果の有無や社会経

済情勢の変化等に応じて、柔軟に改廃や追加等を行っていきます。 

また、「リーディングアクション」や事業の具体化と併せて、各プロジェクトの達成目標を掲げること

も検討し、その進捗状況の的確な把握に努めていきます。 

 

 

〔８つの新時代創造プロジェクト〕 

１ 女性・若者から選ばれる県づくりプロジェクト 

２ ゼロカーボン加速化プロジェクト 

３ デジタル・最先端技術活用推進プロジェクト 

４ 個別最適な学びへの転換プロジェクト 

５ 人口減少下における人材確保プロジェクト 

６ 世界で稼ぎ地域が潤う経済循環実現プロジェクト 

７ 県内移動の利便性向上プロジェクト 

８ 輝く農山村地域創造プロジェクト 
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【現状と課題】 

○ 本県の女性・若者人口は、出生数の減少と、進学・就職期である 10代後半、20代前半の転出超過、と

りわけ女性の大幅な転出超過があいまって、20 年前と比べて、20 代前半では約３割減、20 代後半で

は４割を超える大幅な減となっており、今後、より不安定な人口構造となっていく恐れがあります。 

 

○ 出生数の減少については、子どもを持つことを「経済的なリスク」と考えることや、仕事と子育ての

両立が困難なことが大きな課題となっているため、経済的負担の軽減や、仕事と子育ての両立支援を

図ることが重要です。 

 

○ また、固定的性別役割分担意識等により、女性の活躍の場が限られたり、出産・育児等を理由とする

キャリアの断絶が生じたりしていることから、女性が自分らしく暮らし、働き続けることのできる環

境の整備に取り組む必要があります。 

 

○ さらに、女性・若者の流出防止とＵターンの促進に取り組むとともに、コロナ禍で追い風となってい

る県外からの若者・子育て世代の移住を加速していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【プロジェクトの方向性】 

○ 職場・地域・家庭等における固定的性別役割分担意識を解消し、「女性の多様なライフスタイル」を

支える社会へと転換を図ります。 

 

○ 仕事と子育て等との「両立」が当たり前の働き方への転換を図り、長野県で働く魅力を向上させると

ともに、子育てにかかる経済的負担の軽減等により、女性や子育て世代が安心して出産・子育てがで

きる社会、社会全体で子育てを支える「子育ての社会化」を目指します。 

 

○ 加えて、住まい等移住先での生活の不安を解消し、「希望がかなうＵターン・移住」への転換を図る

とともに、若者にとって魅力あるまちづくりを進めることにより、多くの女性・若者に選ばれる県づ

くりを進めます。  

１ 女性・若者から選ばれる県づくりプロジェクト 
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 希望がかなうＵターン・移住 

保育・教育環境の 

充実・負担軽減 

地域全体で育児を支え合う 

ネットワークの構築 

「共働き・共育て」をできることが 

当たり前の働き方の実現 

若者にとって魅力的なまちづくり 

【リーディングアクション例】 

◆ 子育ての希望実現に向けて、多様なニーズに応える保育・教育環境の充実や保育・教育費の負担軽減

を図るとともに、規制・制度の見直しや税を含めた幅広い財源確保について検討 

 

◆ 「共働き・共育て」をできることが当たり前の社会の実現に向けて、男性の育児休業取得の徹底を図

るとともに、家族だけでなく地域全体で育児を一緒に支え合う新たなネットワークの構築を検討 

 

◆ 安心してＵターン・移住できるよう、経験・スキルを活かすことができる県内企業とのマッチングを

強化するとともに、空き家対策の専門人材の育成、空き家所有者に対する取組強化による住まいの確

保を促進 

 

◆ 女性・若者にとっておしゃれで楽しく活力ある魅力的なまちづくりを進めるため、女性・若者の起業

や地域活動に伴うリノベーション＊などを支援 

 

◆ 本プロジェクトの具体策を検討するとともに、社会全体での取組を促進するため、少子化対策の有識

者、子育て施策の専門家、市町村長、経済人等から成る「少子化・人口減少対策戦略検討会議」を設

置 
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【現状と課題】 

○ 地球温暖化に起因すると考えられる異常気象や、それに伴う災害が世界各地で頻発しており、本県に

おいても令和元年東日本台風により甚大な被害を受けました。地球温暖化を食い止めるには、温室効

果ガスの排出量を可能な限り迅速に削減する必要があります。 

 

○ 2021年６月に策定した長野県ゼロカーボン戦略では、「社会変革、経済発展とともに実現する持続可

能な脱炭素社会づくり」を基本目標に掲げ、2030 年度までに最終エネルギー消費量を４割減、再生

可能エネルギー生産量を２倍とすることにより、二酸化炭素を含む温室効果ガス正味排出量の６割

減を目指すこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ ゼロカーボン加速化プロジェクト 

【最終エネルギー消費量の削減目標（部門別）】 

【温室効果ガス正味排出量の削減目標】 

【再生可能エネルギー生産量の増加目標】 

 

出典：長野県環境部 

 

出典：長野県環境部 
 

出典：長野県環境部 
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【プロジェクトの方向性】 

○ ゼロカーボン社会共創プラットフォーム（くらしふと信州）＊においてあらゆる主体との新たな共創

を実現し、県民・事業者・地域と共に、制度や事業モデルの創出といったあらゆる手段を駆使して、

ゼロカーボン化の取組を加速します。 

 

【リーディングアクション例】 

◆ 住宅・事業所等の新築建物における省エネルギー化や再エネ設備導入を推進するため、屋根ソーラー

の設置について早期の義務化を検討するとともに、ＺＥＨ＊水準をはじめとする高い省エネ水準への

適合についても、改正建築物省エネ法が施行される 2025年度以降のできるだけ早期の義務化を検討 

 

◆ 既存の建物を含め屋根ソーラーの普及を大きく加速するため、産学官金など多様な主体の連携によ

り「長野県版初期費用ゼロ円ソーラーモデル」を構築 

 

◆ 地域と調和し、エネルギー自立やレジリエンス強化にも資する再エネ事業を推進するため、促進区域

制度とオフサイトＰＰＡ＊等を活用した信州らしい太陽光発電事業のモデルを創出し、地域・需要家・

発電事業者の「三方良し」でのゼロカーボン化を推進 

 

◆ 小水力発電についても事業化を円滑・加速化するため、県と地域が計画段階から一体となって、事業

地調整から発電事業者との合意形成まで取り組む「地域参画型小水力発電事業モデル」を実施すると

ともに、市町村や土地改良区の電源開発を調査から建設、管理まで企業局のノウハウを活かして支援 

 

◆ 地域の脱炭素化と経済発展の両立を実現・加速するため、再エネで地域のエネルギー需要量を賄い地

域内経済循環＊を生み出す「エネルギー自立地域」を、ハード・ソフトの両面から積極的に支援しつ

つ、市町村と共に創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ゼロカーボンの目指す姿】（信州ゼロカーボン BOOKより） 

小水力発電 

地域と調和した 
太陽光発電 

 
ＥＶスタンド 

事業所建物の 
省エネ化 

ゼロエネ住宅 
（ＺＥＨ） 

 

電気自動車 
（ＥＶ） 

屋根ソーラー 
初期費用ゼロ円モデル 

多様な地域で 
エネルギー自立を実現 
多様な地域で 
エネルギー自立を実現 
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【現状と課題】 

○ 近年、５Ｇ、ＩｏＴ＊（モノのインターネット）、ＡＩ＊（人工知能）をはじめとするデジタル技術が

急速に発展しており、中山間地域が多い長野県にとって、こうしたデジタル技術を暮らしの利便性向

上やあらゆる産業の生産性向上などに対する地域の課題解決ツールとして生かし、地域の魅力向上

につなげることが必要です。 

 

○ また、2019 年９月の信州ＩＴバレー構想策定後、県内にはＩＴ企業・ＩＴ人材が徐々に集積し、世

界が注目する技術で発展するＩＴ企業も生まれてきましたが、必ずしも十分な集積には至っていま

せん。更なるＩＴ企業・ＩＴ人材の集積を加速するためには、県内の全産業のＤＸ＊を県内ＩＴ企業

が推進する流れをつくると同時に、ＩＴ系スタートアップ＊を大幅に増加させることで、高度ＩＴ人

材やクリエイティブ人材の働く場を創出し、国内外から若者が次々と集まるまちをつくる必要があ

ります。 

 

○ さらに、本県は、広大な県土に急峻な地形が多く、盆地や谷ごとに地域が形成され、地理的に移動や

物流の制約があります。エアモビリティ（空飛ぶクルマやドローン）、メタバース＊等の最先端技術を

活用することにより、こうした制約を取り除き、県民等の利便性向上を図る必要があります。 

 

【プロジェクトの方向性】 

○ デジタル・最先端技術とデータ利活用のメリットを暮らしや産業などあらゆる分野で徹底的に活用・

展開することにより、担い手が減少していく中でも、あらゆる産業が継続されるとともに、場所・距

離の制約なしに質の高いサービスが受けられ、どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会の実現を

加速化します。 

 

○ 県内全てのＩＴ企業が開発型や他産業との伴走型ビジネス形態に転換することで、高い付加価値を

生み出し、情報通信業が製造業に次ぐ産業に成長するとともに、日本一ＩＴビジネスを始めやすい環

境が整備され、ＩＴ系スタートアップ＊が次々と生まれることを目指します。 

 

○ 最先端技術であるメタバース＊やエアモビリティの導入・活用を図ることにより、県民等の利便性向

上を目指します。 

 

３ デジタル・最先端技術活用推進プロジェクト 

【県内情報通信業の目指す姿のイメージ図】 
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【リーディングアクション例】 

◆ 県内全産業のＤＸ＊推進のため、県内ＩＴ企業と連携し、企業のニーズの掘り起こしから技術導入ま

で一貫して伴走支援する体制を整備。また、市町村が提供する住民サービスのＤＸ＊推進のため、県

がデジタル人材を確保し市町村を支援する仕組みを創設 

 

◆ ＩＴ系スタートアップ＊起業数を増やすため、市町村、金融機関と連携し、ＩＴ系企業に特化した県

版ベンチャーキャピタル等の創設を検討するとともに、地域企業と教育機関（高等学校、工科短期大

学校、４年制大学等）との連携により、高度人材育成体制を構築 

 

◆ 県内どこの地域でも質の高い医療を確保するため、へき地における医療を補完する仕組みとして「Ｄ

(医師) to Ｐ(患者) with Ｎ(看護師)＊」でのオンライン診療導入を促進 

 

◆ 国内外の長野県ファンを増やすため、人流・消費データや旅行者のニーズ等を分析・活用したデジタ

ルプロモーションを実施 

 

◆ 県民等の利便性の向上を図るため、新たなコミュニケーション手段であるメタバース＊について、学

びの場や観光誘客など広範な分野での活用を推進するとともに、山岳県の地理的な制約を解消する

ドローンや空飛ぶクルマなどのエアモビリティを、中山間地域における物流や宅配、移動などに活用

する「空の移動革命｣の実現に向け、産学官連携で実証実験等の取組を検討 

 

 

【オンライン診療の様子】 

【エアモビリティの活用イメージ】 

【新たなコミュニケーションツール活用のイメージ】 

出典：（左上）長野県、（右上）国土交通省ウェブサイト、（左下・右下）経済産業省ウェブサイト 
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【現状と課題】 

○ 変化が急激で先を見通すことが難しいＶＵＣＡ＊の時代において、人口減少・少子高齢化、児童生徒

の特性や家庭環境の多様化などを背景に、同一教室、同一内容、同一進度による学びの弊害、教職員

の負担過多による学校現場の疲弊が顕在化しており、子どもたちが抱える困難も多様化、複雑化して

います。加えて、不登校児童生徒等の増加に伴い、子どもたちの学校以外の学びの場や居場所が不足

しており、児童生徒のニーズに応えきれていない状況です。 

 

○ また、激変する時代に対応し、若者がより良い未来を切り拓いていけるよう、グローバルな視野で、

多様な他者と協働しながら地域に貢献できる力を育んでいくことが求められています。 

 

○ このような状況の中、児童生徒一人ひとりが学びを通して幸福を追求し、新しい価値やゆたかな社会

を創造する力を育むためには、個々の特性や状況に応じた適切な支援や、学校以外も含めた多様な学

びの選択肢の充実、高等教育機関等や産業界などとも連携した地域で活躍できる能力を引き出す教

育が必要です。 

  

４ 個別最適な学びへの転換プロジェクト 
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【不登校児童生徒数及び 1,000人当たりの不登校児童生徒数の推移】 

出典：令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省） 
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【プロジェクトの方向性】 

○ ＩＣＴ＊（情報通信技術）の利活用や産学官の連携などにより、学校において児童生徒一人ひとりの

ニーズ、個性、認知・発達の特性に応じた個別最適な学びを実現するとともに、不登校児童生徒や児

童生徒一人ひとりの学びのニーズに応える多様な学びの選択肢を提供します。 

 

【リーディングアクション例】 

◆ 共創による学びの県づくりを進めるため、「信州学び円卓会議（仮称）」を開催し、子ども一人ひとり

の関心や能力を最大限引き出すことができる、個別最適な学びのあり方等を議論 

 

◆ 県内の子どもたちに多様な学びの選択肢を提供するため、県内各地でのサマースクール＊等の開催を

促進するとともに、フリースクール認証・支援制度の創設、夜間中学の設置、県内にない学部・学科

を中心とした大学等の立地促進などを検討 

 

◆ 地域のリソース（人材、環境）を活用し、児童生徒一人ひとりの多様なニーズに応える個別最適な学

びの環境を整備するため、企業・高等教育機関等の幅広い外部人材の参画促進や特別免許状＊等の活

用などを推進 

 

 

  

 

  

【サマースクール＊における高校生と海外大学生の交流と学び】 

 

【特別支援学校における 

ＩＣＴ＊（情報通信技術）機器を用いた学び】 

【フリースクールにおける学び】 
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【現状と課題】 

○ コロナ禍により県内の就業率が低下傾向にある中、現下の雇用情勢は、全ての職種において求人が求

職を上回っており、人手不足が進んでいます。また、少子高齢化や人口減少の進行により、2030 年

には県内で約 7.5万人の労働力が不足すると試算23されています。 

○ 県内女性の労働参加について、結婚・出産・育児を機に女性の就業率が落ち込む、いわゆる「Ｍ字カ

ーブ」は改善されてきていますが、都道府県の中では中位にあり、まだまだ改善の余地があります。

また、働きたい希望を持つ女性は約７万人おり、そのうち就職活動に至らない女性は約 4.7万人24い

ます。 

○ 高齢者人口は増加し、高齢者の就業率は上昇しているものの、労働力となり得る高齢者はいまだ多く

存在すると考えられます。また、若年人口は減少が続き、特に進学や就職を機に多くの若者が県外に

流出し、戻ってきていない状況にあります。 

○ 県土の保全や県民の安全・安心な暮らしの維持に欠かせない産業である農業、林業、建設業等は、担

い手の減少や高齢化が進んでおり、担い手の安定的な確保、育成が課題となっています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【プロジェクトの方向性】 

○ あらゆる産業分野で労働力不足が顕著になっている中、魅力ある職場づくりをはじめ、県外からの人

材の呼び込みや多様な人材の労働参加を加速するとともに、リスキリング＊による一人ひとりの労働

生産性の向上や成長分野への労働移動、テレワークや兼業・副業といった「新しい働き方」に挑戦す

る個人や企業の取組を一層促進することにより、担い手不足が解消している社会を目指します。 

 

 
23 長野県就業促進・働き方改革基本方針（長野県就業促進・働き方改革戦略会議。2020年３月） 
24 就業構造基本調査（総務省。2017 年） 

５ 人口減少下における人材確保プロジェクト 

【長野県内の就業者数及び就業率】 

出典：労働力調査モデル推計値（総務省） 

【長野県内の女性の年代別就業率（Ｍ字カーブ）】 

出典：国勢調査（総務省） 

（2015年と 2020年は不詳補完値を使用） 

25～34 歳の女性の就業率 

2020 年:78.4％(全国 29 位) 

2015 年:73.6％(全国 26 位) 
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【リーディングアクション例】 

◆ 県外からの人材の確保・定着を更に促進するため、信州での農林業、製造業、サービス業などの職と

魅力ある住環境をトータルで紹介し、若者を中心とする都市部在住者に信州に来てもらうための取

組を強化 

 

◆ 子どもの頃から地域の自然・文化・歴史・産業の魅力を伝え、地域の未来を担う人材を確保・育成す

るため、上伊那地域の産学官が連携して次世代育成を実践する「郷土愛プロジェクト」など地域の主

体的なキャリア教育＊の取組を県内各地域に展開 

 

◆ 子育て中の女性や障がい者など労働時間や働く場所に制約のある方の活躍の場を拡大するため、女

性デジタル人材等の育成と、在宅勤務等でＩＴ関連業務を請け負うビジネスモデル（例：ＫＡＤＯ（塩

尻市）等）を県内各地域に展開 

 

◆ 担い手不足が深刻な地域の産業を支援するため、県内企業に兼業・副業の容認を促すとともに、特定

地域づくり事業協同組合制度＊の活用などにより「一人多役」や「半農半Ｘ＊」などの多様な働き方を

普及させ、農業、林業、建設業、観光業など業種を超えた労働力のシェアリングを推進 

 

◆ 後継者不在の小規模事業者等の円滑な事業承継を促進し、地域の産業を維持するため、後継者を広く

募集しマッチングを推進 

 

◆ 全国随一の森林・林業の人材育成拠点地域を創出するため、林業関係の教育機関や試験研究機関等の

連携による木曽谷・伊那谷フォレストバレー（日本をリードする林業人材育成とイノベーション＊創

出の拠点地域）の形成等を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【テレワーク】 

【労働力のシェアリング 

    （夏期の農業×冬期の除雪作業）】 

【林業人材の育成】 
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【現状と課題】 

○ 本県における地域外からの資金獲得（県際収支）の状況を見ると、製造業、観光業及び農林業が大き

な柱となっています。しかし近年、製造業はグローバル競争の激化に直面し、観光業はコロナ禍によ

り国内旅行、インバウンド＊需要がともに大きな影響を受け、いまだ回復途上にあります。また、長

野県経済全体で見ても、情報通信業やサービス業を中心に、資金が県外へ大きく流出しており、県際

収支はマイナスとなっています。 

 

○ 今後、長野県経済が持続可能なものとなるためには、国内外から選ばれる高付加価値型産業への転換

を図り、地域外から一層の資金を獲得し、その資金をローカル経済圏（県内）で循環する仕組みを構

築していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

６ 世界で稼ぎ地域が潤う経済循環実現プロジェクト 

少子高齢化・人口減少等に伴う日本経済の世界経済に占めるシェア低下の中で､今後の経済成長を実現するために
は､海外市場の取り込みが不可欠｡ 

製造業、宿泊業、農林漁業は移輸出超過、その他の業種は移輸入超過となっている。 
県際収支は約 4,200 億円のマイナスとなっている。 

【世界のＧＤＰに占める各国の比率（1995-2050予測）】 【日本の高齢者・生産年齢人口の推移】 

出典：平成 27年長野県産業連関表 
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【プロジェクトの方向性】 

○ 県内企業の海外展開支援や成長産業への参入支援、輸出、インバウンド＊需要の取り込みにより、域

外（国内外）から資金を獲得するとともに、その資金を地域内で循環させる構造に転換することで、

グローバルな視点とローカルな視点を一体的に捉えた経済循環の実現を目指します。 

 

○ 特にローカルにおいては、これまでの「安いものを買えば良い」という発想から脱却し、県産品消費

や資源循環の大切さを県民・事業者と共有するとともに、産業間の共創による「地域内経済循環＊」

を進めます。 

 

【リーディングアクション例】 
◆ 電気自動車（ＥＶ）のグローバルサプライチェーンへの新規参入を実現するとともに、産学官連携に

より、次世代半導体や電動モビリティ（一人乗りＥＶ、無人電動航空機システム等）の開発・実証を

促進 

 

◆ 海外マーケットの拡大のため、流通事業者との強靱な連携強化のもと、重点農産物（ぶどう「クイー

ンルージュⓇ」、コメ、花き）や発酵食品（味噌、日本酒、ワイン）の新規市場開拓を支援 

 

◆ 国内外から観光客を呼び込むため、信州ならではの特別な体験を提供できる県の推奨ガイドを育成

するとともに、海外における発信拠点として、現地の旅行会社等に本県への誘客を働きかけるコーデ

ィネーターを配置 

 

◆ 域外への資金流出を防ぎ地域内で経済を循環させるため、しあわせバイ信州運動＊やエシカル消費＊

の浸透を図るとともに、地域独自のサービスや地元産品の購入を促進する「デジタル地域通貨＊」を

普及 

 

◆ 県産食材の利用を拡大するため、地域の飲食店等で信州の食を提供できる最適な流通システムの構築

や、学校給食における有機農産物の活用を推進するとともに、県産小麦・大豆・そば等の生産拡大と

品質向上を図り加工品の原料を県産へ転換 

 

◆ 食品加工残さのたい肥化や廃棄食品から新たな食品への循環などフードロスの削減を図るとともに、

食料安全保障＊にも資する美味しい代替食や栄養食（代替肉、昆虫食等）を開発するなど「信州型サー

キュラーフード・ビジネス」を構築 

 

【プロジェクトイメージ】 

 

  

 

・海外マーケット 

学校給食での県産農畜産物利用拡大 

 地元食材の円滑調達 
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【現状と課題】 

○ 近年、少子化・人口減少の急速な進行に加え、コロナ禍が重なり、通院・通学などの日常生活に欠か

すことができない公共交通を民間事業者の独立採算だけで維持していくことは困難な状況となって

いるため、官民連携により持続可能な地域公共交通の確保を図る必要があります。  

 

○ また、高齢者の運転免許返納が年々増加する等、受け皿としての移動手段の確保がますます重要な課

題となっているため、高齢者等の特に自家用車に頼ることのできない方の移動手段の確保に取り組

むとともに、アフターコロナも見据え、観光客を含む利用者の移動実態及び課題の把握に努め、二次

交通＊等の利便性向上にも取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 県内移動の利便性向上プロジェクト 
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【県内交通事業者のコロナ禍前との収入比較】（2019年度を 100％とした場合） 

【運転免許返納者数の推移（長野県）】 

（人） 

出典：運転免許統計（警察庁） 

出典：長野県企画振興部 

（年度） 

（年度） 
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【プロジェクトの方向性】 

○ 持続可能な地域公共交通を維持・確保するため、これまで以上に行政が関わる仕組みへ転換し、高齢

者や高校生など誰もが大きな不便を感じることなく通院・通学等の日常生活を送ることができる状

態を目指すとともに、公共交通で県内を円滑に移動できる環境を整備することにより、観光客を含む

利用者の利便性の向上を目指します。 

 

【リーディングアクション例】 

◆ 高齢者や高校生など自家用車に頼ることができない方の移動の確保のため、必要なサービス水準（ダ

イヤ・運行回数・運賃等）のあり方を検討し、多様な輸送資源や最新技術（自動運転等）の活用、現

行制度の課題研究、官民の役割分担の抜本的な見直しを行うことにより移動の利便性の高い地域を

創造 

 

◆ 県民や観光客の移動の利便性向上のため、公共交通機関のキャッシュレス化や公共交通情報のオー

プンデータの活用（経路検索サービスでの検索等）を積極的に推進し、ＭａａＳ＊の取組を加速化 

 

◆ 環境に配慮した観光地域づくりの推進や県内二次交通＊の充実を図るため、電気自動車（ＥＶ）や

グリーンスローモビリティ＊等の環境負荷の低い車両の導入を進めるとともに、電気自動車（Ｅ

Ｖ）利用者の利便性を向上させるため、充電インフラの整備を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省 「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き」 

出典：国土交通省 「国土交通省のMaaS推進に関する取組について」 

【地域旅客運送サービスのイメージ】 

【ＭａａＳ＊のイメージ】 
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【現状と課題】 

○ 本県の過疎地域をはじめとした農山村地域では、都市部に比べて著しく人口減少や若年者比率の低

下が続いており、地域の農業・林業・建設業等といった生活に欠かせない産業の担い手不足や、買物・

通院・物流などにおける条件不利性、豪雪等への対応など様々な課題を抱えています。 

 

○ 一方、このような地域は、豊かな自然や原風景・歴史・文化・特産品など高いポテンシャルを持つ資

源を有し、様々な資源の供給、災害の防止など多面的・公益的機能を担っていることに加え、「白馬

の奇跡＊」に見られるような地域の強い絆や助け合いの精神が根付いています。 

 

○ また、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機として人の流れに変化が生まれ、地方で暮らすことへ

の関心が高まったことや、テレワークの普及により時間や空間に捉われない働き方が可能になった

こと、デジタルネイティブ世代であるＺ世代＊が社会人となり始めたことなどを契機として、従来の

価値観に変化が生まれています。 

 

○ 将来にわたって持続可能な地域となるためには、地域の課題や条件不利性を克服するだけでなく、地

域に今ある資源（特産品、原風景・まち並み、伝統・文化、絆等）を磨き上げ、魅力を最大限に活用

し、複合的に価値を生み出す取組を県として積極的に支援していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

８ 輝く農山村地域創造プロジェクト 

【過疎地域の若年者比率の推移】 【過疎地域の人口増減率の推移】 

【長野県への移住者数】 【就業者の居住地域別テレワーカーの割合（雇用型）】 

出典：国勢調査（総務省） 出典：国勢調査（総務省） 

出典：令和３年度テレワーク人口実態調査 

（国土交通省） 
出典：長野県企画振興部 
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【プロジェクトの方向性】 

○ 人口減少による構造的問題や、コロナ禍を契機とした価値観の変化を「未来に向けた変革（トラン

スフォーメーション）を生むチャンス」と捉え、地域特有の資源を最大限活用し、日本・世界で類

のないレベルに磨き上げることにより、様々な課題や条件不利性の克服と、これからの時代を牽引

する新しい価値が複合的に生み出されるオンリーワンの「輝く農山村地域」（クリエイティブ・フ

ロンティア）の創造を目指します。 

 

【リーディングアクション例】 

◆ オンリーワンの「輝く農山村地域」（地域の際立った特色のある資源を最大限に活用し、もって複

合的に生み出される新しい価値の獲得を目指す地域）を創造するため、地域ぐるみの意欲的な活動

で成果を挙げている地域を厳選し、時代の最先端エリアにすべく、様々な政策を集中投下するなど

広範な支援を実施 

（支援内容例） 

・県職員の地域への派遣など県組織を挙げた人的・技術的な支援（分野横断的支援チーム設置等） 

・地域づくり支援組織による伴走支援 

・地域が目指す分野に特化した外部人材とのマッチング、派遣 

・既存の補助制度等の活用や新たな財政的支援の検討 

・障壁となる規制等の見直しが必要な場合の国への提案・要望や特区申請などによる支援 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域資源

「輝く農山村地域（クリエイティブ・フロンティア）」のイメージ

未来型の
「輝く農山村地域」

新たな
時代の変革

-パラダイムシフト-

コロナ禍 Z世代リモートワーク 地方回帰

【輝く農山村地域創造推進事業（イメージ）】

今ある資源を
“最大限まで活かす”

“新たな価値の獲得を狙う”

KEY 定住人口増
地域活性化

新商品
開発

観光振興

就労増

教育

Ex.木材

地域資源

“木育などを活用した
教育環境の充実”

“木材を使用した
新商品開発“

“林業従事者の移住”

“新産業の参入”

長野県

支
援
内
容
（
例
）

地域特有の資源を
最大限に活用し、
複合的な効果を
狙った提案

市町村

地域が目指す分野に特化した外部人材とのマッチング、派遣

“森や自然を生かした
観光振興”

“地域コミュニティ
の活性化”

ワークライフ
バランス

県組織を挙げた人的・技術的な支援（分野横断的支援チームの設置等）

地域づくり支援組織による伴走支援

規制等の見直しが必要な場合の国への要望や特区申請などによる支援

既存の補助制度等の活用や新たな財政的支援の検討
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“信州これから会議”が考えた私たちの未来とは 

新型コロナウイルス感染症の影響で、社会は一変した 

このコロナ禍を経て、皆さんが感じた“変化”

はどんなことでしょうか。仕事のスタイルが変

わった、趣味が変わった、人と会う機会を大切

にするようになった、などなど。変化の種類は

様々ですが、社会が一変したこのコロナ禍の先

にはどんな未来が待っているのか。一人ひとり

が見ている今後の見通しを持ち寄り、語り合う

ことを通して、みんなで「信州のこれから」を共有したい。そんな思いのもと、世代も地域も職

種も超えた新たな試み「信州これから会議」はスタートしました。 

これからの「しあわせ」とは何か。問い続け、わたしたちの手で実現していく 

会議には、クリエイター、教育関係者、医療・福祉関

係者、行政職員、エンジニア、地域おこし協力隊＊な

ど、立場の異なる方 55 名と、ファシリテーターとして

県の若手職員が参加しました。立場を超えフラットに対

話する、官民共創の新たな試みです。議論は２段階に分

けて行われ、第１段階では６つのテーマでのアイデア出

しを、第２段階では、第１段階の議論から抽出したキー

ワードと、「共生」や「人生 100 年時代」など今の時代

として必要なキーワードを掛け合わせた３つのテーマを

設定し、これからの豊かさ・しあわせをどう実現してい

くのか、議論が進められました。 

 

 特に第１段階の議論ではコロナ禍による経験をもと

に、「文化・スポーツとの『タッチポイント』を増や

す。多様な繋がりをつくる『繋ぎ手』を育てる」、「地域

を繋ぐ『交流を生む装置』と『通訳者』があふれる地域

コミュニティの創出」、「教えると教わるが入れ替わり、

コミュニティを横断する『学び合う』社会の構築」など

の特徴あるキーワードが出されました。 

こうした議論を経て取りまとめられた「信

州のこれからへ向けたわたしたちのメッセー

ジ」では、５つの内容が提言されました。 

これらは総合計画審議会でも発表され、

「真のしあわせ」、「トライアンドエラーを許

容する」、「小さな対話をたいせつに」などの

キーワードは、審議会からの答申や、本計画

の第１編「第１章 長野県を取り巻く状

況」、第３編「第１章 基本目標」、第７編

「計画推進の基本姿勢」などにおいて、これからの県づくりの方向性を定めるための重要な要素

として生かされました。 

【信州これから会議の開催概要は以下のページでもご覧いただくことができます】 

 https://www.pref.nagano.lg.jp/kikaku/manabi/korekara.html 

コラム 

参加者による意見交換の様子 

信州のこれからへ向けた私たちのメッセージ 
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県民の皆さんとの意見交換 

より良い長野県の実現に向けて 

今後の県づくりの方向性を、長野県に関わる方々と共に考え、共有し、実行する計画としたい

という思いのもと、世代や地域を超え、ワークショップやプロジェクトなど様々な形で県民の皆

さんとの意見交換を実施しました。その中から特に、４つの取組についてご紹介します。 

次世代の声を届けよう！ー県内大学生からの施策提言ー 

まずご紹介するのは、長野県立大学・信州大学とタイアップし、大学生ならではの柔軟な発想

で新たな施策を提言するプロジェクトを実施しました。令和４年４月から８月までの約５か月

間、長野県立大学からはグローバルマネジメント学部の１年生から４年生までの 64 名が、信州

大学からは経法学部の１年生から４年生までの 19 名がこのプロジェクトに参加しました。 

長野県立大学のグループでは、身近に感じる社会情勢の

変化や、県の関係部署へのヒアリングなどをもとにグルー

プでの探求を深めました。一方、信州大学のグループで

は、まちづくり・観光・産業・環境の業務に関わる県の若

手職員とのディスカッションをもとに、未来の姿から現在

必要な施策を検討する手法を用いて探求を深めました。 

令和４年８月 10 日に行われた両大学合同の施策提言発表

会では、働き方の多様化が進む将来を見据え、複数の拠点

を持つ流動的な暮らしに焦点を当てた施策や、リニア中央

新幹線の開通に向け、県内への波及効果を促すための取組

としてＭａａＳ＊の活用や様々な交通関係事業者の誘致施

策など、多彩な施策が提言されました。 

今回参加した学生の皆さんはいわゆる“Z 世代＊”。デジタ

ルネイティブ世代であり、東日本大震災後の社会の影響な

どにより、社会課題に関心の高いことやコミュニケーショ

ン・つながりを重視する世代とも言われています。施策提言の内容にも、デジタルを活用した提

案や、地域とのつながりを意識した提案が多数含まれていました。そうした若い世代の皆さんの

アイデア・発想は、施策の検討のほか様々な形で活用されました。 

首都圏在住の若者から見た長野県の魅力とは？ー首都圏在住の若者との意見交換会ー 

２番目に紹介するのは、「首都圏在住の若者との意見交

換会」（R4.5 月）です。銀座 NAGANO で実施した意見

交換には、東京、埼玉などにお住まいの 20～30 歳の 11

名の方々が参加し、「若者が活動したいと思う地域を選ぶ

基準」や、「長野県が若者に選ばれるために必要なこと」

について多くの意見が交わされました。 

 若者が活動したい地域の選び方については、「若者を部

外者扱いせず、若者の意見を本気で取り入れてくれる

か」「いきなり移住ではなく、まずは関係人口として関わ

ることができる余地があるか」などの意見が出されました。また、長野県が若者に選ばれるため

に必要なことについては、辰野町を例に「人が人を呼ぶ循環があること」、「チャンスやチャレン

ジしやすい環境があること」、「若者がオシャレにリノベーション＊した店舗などが､人を呼び込

む好循環を生んでいること」などの意見が出され、地域住民も含めた人間的なつながりやフラッ

トな関係性が重要であることが共有されました。これらのご意見は特に、第４編「施策の総合的

展開 ３-1 住む人も訪れる人も快適な空間をつくる」において、つながり人口＊の創出・拡大に

向けた施策に活用されています。 

コラム 

信州大学での意見交換 

合同の施策提言発表会 

銀座 NAGANO での意見交換の様子 
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子どもも親も笑顔になる地域を目指そう！ー子育て世代との意見交換ー 

続いては、子育て世代の皆さんにご参

加いただき、目指したい地域の姿につい

て議論した「子育て世代との意見交換」

（R4.5 月）について紹介します。 

この意見交換では、13 名の参加者の皆

さんが３つのグループに分かれ、「子育て

世代が考える未来の長野県」をテーマに

自由にアイデアを出し合いました。 

働き方については、「妊娠～育児期のサ

ポートが手薄ではないか」という意見や

「社会や家庭内での固定的な役割分担の

解消が必要」などの意見が出されまし

た。また、子育て環境については、地域

や社会との新たなつながりの形について

様々な意見が出され、地域みんなで子育てする雰囲気づくりを目指す「長野県みんな親戚プロジ

ェクト」などのユニークな発想も生まれました。教育については「学校の選択肢が少ない」、「地

域間で格差がある」などの課題が出されたほか、子どものやりたいことや個性を伸ばす教育が受

けられる環境づくりや、保護者や地域の声が反映されることの重要性について意見が交わされま

した。 

子育て世代の皆さんから出されたご意見は、第５編「新時代創造プロジェクト」の「女性・若

者から選ばれる県づくりプロジェクト」や、第４編「施策の総合的展開 4-4 女性が自分らしく

輝ける環境をつくる」において具体的な取組の検討に活用されました。 

世代を超えてつながる場を ー高校生・シニア世代との県政タウンミーティングー 

最後に、県政タウンミーティングと

して実施した「高校生」及び「シニア

世代」との意見交換を紹介します。 

「高校生とのタウンミーティング」

（R4.6 月）では、県内の高校に通う高

校生 10 名が参加しました。コロナ禍で 

学生生活に大きな影響を受けた高校生

の皆さんからは、「コロナの影響で失わ

れた外部とのつながりや年代間のギャ

ップや社会の分断を解消するため、つ

ながる場があれば良い」、「学生がもっ

と自由に活動できる、活躍の場が欲し

い」などのご意見が出されました。 

また、「シニア世代とのタウンミーテ

ィング」（R4.4 月）には、50 代以上の

18 名が参加しました。「今思う、あな

たにとっての『しあわせ』を語り合い

ませんか」をテーマにしたこの意見交

換では、「子供たちが固定観念に縛られず、好きなことを好きなだけできる教育の実現」、「世代

を超え色んな方と話せる場」、「世代交流のあるシェアハウス」などのアイデアが出されました。 

高校生やシニア世代の皆さんからのご意見に共通する要素に、「世代を超えてつながる場」や

「多様な学びの場」の創出が挙げられます。この要素は、第４編「施策の総合的展開 5-2 一人

の子どもも取り残されない『多様性を包み込む』学びの環境をつくる」や「5-4 学びの共創によ

る地域づくりを推進し、生涯を通じた多様な学びを創造する」に関する施策の検討に活用されま

した。 
 

意見交換のまとめ 
（江村康子さんによるグラフィックレコーディング） 

高校生とのタウンミーティング 

シニア世代とのタウンミーティング 


